
（記載例）

細則様式第５号の２（第７条関係）

徳 島 県 知 事　　殿

主たる事務所の所在地

特定非営利活動法人 名称

代表者の氏名

電話番号

事　業　報　告　書　等　提　出　書

特定非営利活動促進法第２９条第１項の規定により，提出します。

印

特定非営利活動法人○○○○○○○

徳島県○○市○○町○○××番地の×

０８８－×××－××××

理事長　○　○　○　○

平成××年××月××日

　前事業年度（平成△年△月△日から平成２２年３月３１日まで）の事業報告書等について，

法人の登録印鑑を
押印します。

　
　　「事業報告書等提出書」は，特定非営利活動促進法
　　施行細則で定められた様式です。

　　この「事業報告書等提出書」１部 に，
　　次の書類を２部ずつ添付してください。
　
　　　●事業報告書
　　　●財産目録
　　　●貸借対照表
　　　●収支計算書
　　　●前事業年度の役員名簿
　　　●前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿

　　前事業年度に定款の変更をした場合は，
　　次の書類も２部ずつ添付してください。

　　　●変更後の定款
　　　●定款変更認証書の写し
　　　　（定款変更の認証を受けた場合のみ）
　　　●登記事項証明書の写し
　　　　（登記事項に変更があった場合のみ）

設立初年度は，成立の日からです。
（登記事項証明書をご確認ください。）

事業報告書等を
提出する日付を
記載します。

法人の情報を，
正確に記載して
ください。
（定款や住民票
等に記載のとお
りに。）

　定款第５条で「その他の事業」を掲げている場合は，
「特定非営利活動に係る事業会計」分と「その他の事業
　会計」分を別葉として作成してください。

事業報告書等は，

事業年度終了後３３３３かかかか月以内月以内月以内月以内に作成し，

主たる事務所に備え置き，

徳島県に提出しなければなりません！
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（様式例・記載例）

１．事業の成果

２．事業の実施に関する事項

（１） 特定非営利活動に係る事業

③・・・に対す
る・・・事業

（Ａ）　○月○日
（Ｂ）　○○公民館
（Ｃ）　××人

（Ｄ）　○○○

（Ｅ）　××人

（Ａ）　○月○日
（Ｂ）　○○公民館
（Ｃ）　××人

（Ｄ）　○○○

（Ｅ）　××人

①・・・に係
る・・・事業

定款の
事業名

②・・・に関す
る・・・事業

事　業　内　容

平　成　２　１　年　度　事　業　報　告　書

平成△年△月△日から平成２２年３月３１日まで

特定非営利活動法人○○○○○○○

（Ｄ）　障害者

（Ｅ）　××人
×××

（Ａ）　○時から○時
　　　（土日祝を除く）
（Ｂ）　法人事務所
（Ｃ）　××人

支出額
（千円）

（Ａ）　○月○日
（Ｂ）　法人事務所
（Ｃ）　××人

（Ｄ）　障害者

（Ｅ）　××人
×××

（Ａ）　毎月第２
　　　　　　　日曜日
（Ｂ）　○○○
（Ｃ）　××人

（Ｄ）　○○町
　　在住の方

（Ｅ）　××人

×××

×××

（Ａ）　○月○日
（Ｂ）　○○センター
（Ｃ）　××人

（Ｄ）　○○○

（Ｅ）　××人
×××

×××

（Ａ）　実施日時
（Ｂ）　実施場所
（Ｃ）　従事者の人数

受益対象者の
（Ｄ）　範囲
（Ｅ）　人数

 １年を通じ，目的を達成するためどのように事業を実施して
 きたか，どのような成果があったか，それを踏まえた今後の
 方針など，記載してください。

設立初年度は，成立の日
からです。（登記事項証明
書をご確認ください。）

　前事業年度に実施した事業の

　内容を，できるだけ具体的に

　記載します。

　一般の方にその内容がわかり

　やすいよう，記載してくださ

　い。

定款第５条の
事業名を
省略せず記載
します。

各事業の支出額
を記載します。
収支計算書と
整合性がとれて
いるか確認して
ください。

 事業を実施することにより
 どのような人が何人利益を
 受けたのかを記載します。
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（２） その他の事業

（Ａ）　○月○日
（Ｂ）　法人事務所
（Ｃ）　××人

定款の
事業名

（Ａ）　実施日時
（Ｂ）　実施場所
（Ｃ）　従事者の人数

支出額
（千円）

事　業　内　容

①・・・・・事業

②・・・・・事業

×××

（Ａ）　○月○日
（Ｂ）　○○会館
（Ｃ）　××人

×××

定款第５条の
事業名を
省略せず記載
します。

各事業の支出額
を記載します。
収支計算書と
整合性がとれて
いるか確認して
ください。

　前事業年度に実施した事業の内容を，

　できるだけ具体的に記載します。

　一般の方にその内容がわかりやすい

　よう，記載してください。
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（様式例・記載例）

正味財産　　　（Ⅰ－Ⅱ） ××× 

固定負債合計 ××× 

負債合計　　　（Ⅱ） ××× 

退職給与引当金 ×××　

２　固定負債

長期借入金　　○○銀行○○支店 ×××　

流動負債合計

短期借入金　　○○さん ×××　

未払金　　○○○ ×××　

負債の部

１　流動負債

固定資産合計 ××× 

資産合計　　　（Ⅰ） ××× 

有価証券　　○○○ ×××　

　　　　　　　　○○○ ×××　

土地　　○○○ ×××　

車両運搬具　　○○○ ×××　

什器備品　　○○○ ×××　

２　固定資産

建物　　○○○ ×××　

流動資産合計 ××× 

未収金　　３月分会費 ×××　

前払金　　○○○○○ ×××　

　　　　　○○銀行○○支店 ×××　

受取手形　　○○○ ×××　

現金 ×××　

預金　　○○銀行○○支店 ×××　

資産の部

１　流動資産

平成２２年３月３１日現在

特定非営利活動法人○○○○○○○

科　　目 金　額（千円）

平成２１年度　特定非営利活動に係る事業会計　財産目録

　財産目録は，

　貸借対照表の

　「資産」と「負債」の

　詳細を記載します。

　よって，合計等が

　貸借対照表の額と

　合っているか確認

　してください。

前事業年度の末日現在

定款第５条で「その他の事業」を掲げている場合は，
これと同様に「その他の事業会計」の分も作成してください。

ただし財産目録については会計ごとに作成せず，
法人単位で作成することも考えられますので，
その場合は単に「平成○年度財産目録」となります。
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（様式例・記載例）

　

資　産

負　債

正味財産

資産合計 ××× 負債及び正味財産合計 ××× 

固定資産合計 ××× 正味財産合計 ××× 

当期正味財産増加額 ××× 

有価証券 ××× 前期繰越正味財産 ××× 

土地 ××× 正味財産の部

什器備品 ××× 負債合計 ××× 

車両運搬具 ××× 固定負債合計 ××× 

建物 ××× 

２　固定資産 退職給与引当金 ××× 

流動資産合計 ××× 長期借入金 ××× 

２　固定負債

前払金 ××× 流動負債合計 ××× 

未収金 ××× 

受取手形 ××× 未払金 ××× 

現金預金 ××× 短期借入金 ××× 

１　流動資産 ××× １　流動負債

資産の部 負債の部

平成２２年３月３１日現在

特定非営利活動法人○○○○○○○

科　　目 　金　額　（千円） 科　　目 　金　額　（千円）

平成２１年度　特定非営利活動に係る事業会計　貸借対照表

資産合計 ＝ 負債合計 ＋ 正味財産合計

流動負債 ＋ 固定負債

資産の合計額
　　　－ 負債の合計額
（ 前期繰越正味財産
　＋当期正味財産増加(減少)額 ）

 流動資産
   ＋ 固定資産

前事業年度の末日現在

定款第５条で「その他の事業」を
掲げている場合は，これと同様に
「その他の事業会計」の分も作成
してください。

「特定非営利活動に係る事業会計」
分とは別様として作成してくださ
い。
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（様式例・記載例）

使用料及び賃借料 　　　　××× 事務所賃貸料

 前期繰越収支差額　　（B） 　　　　×××

 次期繰越収支差額　　（A＋B） 　　　　×××

その他資金支出計　（ｴ） 　　　　×××

 当期収支差額　　　　　（A）＝（ｱ－ｲ）＋（ｳ－ｴ） 　　　　×××

短期借入金返済支出 　　　　×××

長期借入金返済支出 　　　　×××

その他資金収入計　（ｳ） 　　　　×××

その他資金支出 固定資産取得支出 　　　　××× パソコン

長期借入金収入 　　　　×××

その他の事業からの繰入 　　　　×××

冷蔵庫

短期借入金収入 　　　　×××

経常支出計　（ｲ） 　　　　×××

その他資金収入 固定資産売却収入 　　　　×××

光熱水費 　　　　×××

通信費 　　　　××× 電話代，切手代

管理費計 　　　　×××

管理費 人件費 　　　　××× 事務局職員１名

事業費計 　　　　×××

人件費 　　　　××× 指導員３名

旅費 　　　　×××

通所者支給金 　　　　×××

③・・・に関する・・・事業 　　　　×××

旅費 　　　　×××

原材料費 　　　　×××

②・・・に対する・・・事業 　　　　×××

人件費 　　　　××× 指導員３名

消耗品費 　　　　×××

通所者支給金 　　　　×××

旅費 　　　　×××

人件費 　　　　××× 指導員３名

経　常　支　出 事業費 ①・・・に係る・・・事業 　　　　×××

雑費 　　　　×××

経常収入計　（ｱ） 　　　　×××

その他 受取利息 　　　　×××

寄付金収入 　　　　×××

補助金収入 　　　　××× △△市補助金

②・・・に対する・・・事業 　　　　××× ○○売上金

③・・・に関する・・・事業 　　　　××× 参加料

事業収入 ①・・・に係る・・・事業 　　　　××× 作業収益金

正会員○名，賛助会員○名

年会費 　　　　××× 正会員△名，賛助会員△名

経　常　収　入 会費 入会金 　　　　×××

平成△年△月△日から平成２２年３月３１日

特定非営利活動法人○○○○○○○

科目 決算額 （円） 備考

平成２１年度　特定非営利活動に係る事業会計　収支計算書

 定款第５条に
 記載した事業
 名ごとに整理
 します。

定款第５条に記載した
事業名ごとに整理しま
す。
各事業で必要な費用は，
全て事業費に計上しま
す。

※人件費等のうち，
複数の事業に関わって
いるような場合は，
按分するか，主に関わ
っている事業があれば
その事業費として計上
するようになります。

「前期繰越収支差額」
●設立初年度は，科目を
「設立時資金有高」などに
修正し，設立当初の資金の
額を記載します。
●２年目以降は，前事業年
度の「次期繰越収支差額」
の金額を記載します。

直接事業に関わる費用
（事業費）以外の費用は
管理費に計上します。

設立初年度は，成立の日からです。
（登記事項証明書をご確認ください。）

定款第５条で「その他
の事業」を掲げている
場合のみ記載します。
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 当期正味財産合計　　 　（E＋F） 　　　　×××

 当期正味財産増加額（減少額）　　（E）＝（C－D） 　　　　×××

 前期繰越正味財産額　　（F） 　　　　×××

長期借入金増加額 　　　　×××

減少額合計　　（D）＝（ｷ＋ｸ） 　　　　×××

負債増加額　　（ｸ） 　　　　×××

短期借入金増加額 　　　　×××

減価償却額　 　　　　×××

固定資産売却額 　　　　××× 冷蔵庫

当期収支差額（再掲）　　（A） 　　　　×××

正味財産減少 資産減少額　　（ｷ） 　　　　×××

長期借入金返済額 　　　　×××

増加額合計　　（C）＝（ｵ＋ｶ） 　　　　×××

負債減少額　　（ｶ） 　　　　×××

短期借入金返済額 　　　　×××

固定資産増加額 　　　　××× パソコン

当期収支差額（再掲）　　（A） 　　　　×××

正味財産増加 資産増加額　　（ｵ） 　　　　×××

当期収支差額がプラス
のときのみ記載。

当期収支差額がマイナス
のときのみ記載。

当期正味財産合計
　＝　貸借対照表の
　　　「正味財産合計」
　＝　財産目録の
　　　「正味財産額」

「前期繰越正味財産額」
●設立初年度は，科目を
「設立時正味財産額」など
に修正し設立当初の正味財
産額の額を記載します。
（設立当初の財産目録をご
確認ください。）
●２年目以降は，前事業年
度の「当期正味財産合計」
の金額を記入します。

定款第５条で「その他の事業」を
掲げている場合は，これと同様に
「その他の事業会計」の分も作成
してください。

「特定非営利活動に係る事業会計」
分とは別様として作成してくださ
い。
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（様式例・記載例）

なし

監　事 ○○　○○
○○市○○町○○××
番×号

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日
なし

監　事 ○○　○○
○○郡○○町○○××
番地×

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日

なし

理　事 阿波　花子
○○郡○○町○○××
番地×

平成２１年１２月１日
～

平成２２年３月３１日
なし

理　事 徳島　太郎
○○市○○町○○××
番地×

平成△年△月△日
～

平成２１年１１月３０日

なし

理　事 ○○　○○
○○市○○町○○××
番×号

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日
なし

理　事
（副理事長）

○○　○○
○○市○○町○○××
番地×

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日

理　事
（副理事長）

○○　○○
○○郡○○町○○××
番地×

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日
なし

理　事
（理事長）

○○　○○
○○市○○町○○××
番地×

平成△年△月△日
～

平成２２年３月３１日

平成△年△月△日から平成２２年３月３１日

特定非営利活動法人○○○○○○○

役　名 氏　　名 住所又は居所 就任期間 報酬を受けた期間

前　事　業　年　度　の　役　員　名　簿
設立初年度は，成立の日
からです。（登記事項証明
書をご確認ください。）

※事業年度途中
で理事が変わっ
たような場合
＜例＞
・11月30日で
徳島さんが辞任
・12月１日に
阿波さんが就任

★役員の変更等※があった場合，速やかに
　徳島県へ「役員の変更等届出書」等提出，
　理事に限っては法務局で「変更登記」を
　行わなければなりません！

　※役員の変更等 … 新任，再任，任期満了，
　　　　死亡，辞任，解任，住(居)所の異動，
　　　　改姓又は改名

　前事業年度中に
　役員であったことのある者全員全員全員全員
　（途中で辞められた方等も）を
　記載します。

　氏名や住(居)所 は，住民票等に
　記載されているとおりに記載し
　てください。
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（様式例・記載例）

　社団法人△△△△△
○○市○○町○○××番地×

　理事長　○○ ○○

　株式会社◇◇◇◇◇◇
○○市○○町○○××番地×

　代表取締役　○○ ○○

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

○○　○○ ○○市○○町○○××番地×

前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿

平成２２年３月３１日現在

特定非営利活動法人○○○○○○○

氏　　名 住所又は居所

社員（正会員）のうち，
１０人以上の方の氏名・住(居)所を記載します。

社員として法人等を記載する場合は，
法人名と併せて，代表者の氏名を記載してください。

前事業年度の末日現在
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（記載例）

細則様式第３号（第４条関係）

徳 島 県 知 事　　殿

主たる事務所の所在地

特定非営利活動法人 名称

代表者の氏名

電話番号

１　変更年月日

平成２２年６月１日

２　変更事項

再　任

３　特定非営利活動法人における役職名

理　事

４　当該役員の氏名及び住所又は居所

○○　○○　　　　○○市○○町○○××番地×

◇◇　◇◇　　　　◇◇市◇◇町◇◇××番×号

△△　△△　　　　△△市△△町△△×番地×

より，届け出ます。

理事長　○　○　○　○ 印

０８８－×××－××××

　次のとおり役員の変更等があったので，特定非営利活動促進法第２３条第１項の規定に

役　員　の　変　更　等　届　出　書

平成××年××月××日

徳島県○○市○○町○○××番地の×

特定非営利活動法人○○○○○○○

法人の登録印鑑を
押印します。

　
　「役員の変更等提出書」は，特定非営利活動促進法施行細則で定められた様式です。

　役員の変更等※があった場合は，徳島県へ「役員の変更等届出書」等を提出し，理事にあっては
　法務局で「変更登記」を行わなければなりません！

　 ※役員の変更等 … 新任，再任，任期満了，死亡，辞任，解任，住所(又は居所)の異動，改姓又は改名

　役員全員が「再任」された場合であっても，手続きが必要です。

　新しく役員が就任した場合（新任）のみ，「役員の変更等届出書」に，その新任役員に係る次の
　書類を添付する必要があります。
　　●就任承諾及び誓約書
　　●住民票等

この届出書を
提出する日付を
記載します。

法人の情報を，
正確に記載して
ください。
（定款や住民票
等に記載のとお
りに。）

改選時など
多数の場合は，
１～４の内容に
「別紙のとおり」
と記載し，別紙と
して一覧表を添付
していただいても
構いません。

新任，再任，任期満了，死亡，辞任，解任，
住所(又は居所)の異動，改姓又は改名

理事，監事
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（記載例）

細則様式第５号（第６条関係）

徳 島 県 知 事　　殿

主たる事務所の所在地

特定非営利活動法人 名称

代表者の氏名

電話番号

１　変更の内容

２　変更した時期

　 平成○年○月○日

３　変更の理由

　 ○○市○○町○○××番地の×に置く。 　  ○○市 △ △町 △ △×番×号に置く。

  （事務所）   （事務所）

 第２条　この法人は，主たる事務所を徳島県  第２条　この法人は，主たる事務所を徳島県

　次のとおり定款を変更したので，特定非営利活動促進法第２５条第６項の規定により，

届け出ます。

変　更　前　の　定　款 変　更　後　の　定　款

　定　款　変　更　届　出　書

平成××年××月××日

徳島県○○市○○町○○××番地の×

特定非営利活動法人○○○○○○○

理事長　○　○　○　○ 印

０８８－×××－××××
法人の登録印鑑を
押印します。

　
　　　「定款変更届出書」は，特定非営利活動促進法施行細則で定められた様式です。

　　定款の変更のうち，徳島県知事の認証を受ける必要がないものは，次の３つのみです。
　　　①①①①主主主主たるたるたるたる事務所事務所事務所事務所のののの所在地及所在地及所在地及所在地及びびびび従従従従たるたるたるたる事務所事務所事務所事務所のののの所在地所在地所在地所在地のののの変更変更変更変更
　　　　　　　　　　　　②②②②資産資産資産資産にににに関関関関するするするする事項事項事項事項
　　　　　　　　　　　　③③③③公告公告公告公告のののの方法方法方法方法

　　上記①～③を変更した場合のみ，届出で足りますので，この「定款変更届出書」を
　　速やかに提出してください。
　　（事務所の所在地の変更については，登記事項ですので変更登記も必要です。）

　　上記①～③以外の変更については，１文字変更するような場合でも，徳島県知事の
　　認証を受ける必要があります。　→　定款変更認証申請
　

この届出書を
提出する日付を
記載します。

法人の情報を，
正確に記載して
ください。
（定款や住民票
等に記載のとお
りに。）

　定款を変更した理由を，具体的に記載します。
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（記載例）

細則様式第４号（第５条関係）

徳 島 県 知 事　　殿

主たる事務所の所在地

特定非営利活動法人 名称

代表者の氏名

電話番号

１　変更の内容

２　変更しようとする時期

 　徳島県知事の認証のあった日

３　変更の理由

 　　③・・・における・・・事業

　 　②・・・に対する・・・事業 　 　②・・・に対する・・・事業

　 るため，次の事業を行う。 　 るため，次の事業を行う。

　 (1)　特定非営利活動に係る事業  　(1)　特定非営利活動に係る事業

　 　①・・・に係る・・・事業 　 　①・・・に係る・・・事業

 （事業）  （事業）

 第５条　この法人は，第３条の目的を達成す  第５条　この法人は，第３条の目的を達成す

０８８－×××－××××

　次のとおり定款を変更することについて，特定非営利活動促進法第２５条第３項の認証

を受けたいので，申請します。

現　行　の　定　款 変　更　後　の　定　款

徳島県○○市○○町○○××番地の×

特定非営利活動法人○○○○○○○

理事長　○　○　○　○ 印

　定　款　変　更　認　証　申　請　書

平成××年××月××日

法人の登録印鑑を
押印します。

　「定款変更認証申請書」は，特定非営利活動促進法施行細則で定められた様式です。

　　法に掲げる「軽微な変更※」以外の変更は，すべて徳島県知事の認証を受けなければなりません。
　　※軽微な変更 … ①事務所の所在地の変更，②資産に関する事項，③公告の方法　→　定款変更届出書の提出

　 この「定款変更認証申請書」に，次の書類を添付して認証を申請してください。
　　●定款の変更を議決した総会の議事録の謄本
　　●変更後の定款
　　●２事業年度分の事業計画書（事業の変更を伴う場合のみ）
　　●２事業年度分の収支計算書（事業の変更を伴う場合のみ）

申請書類を
提出する日付を
記載します。

法人の情報を，
正確に記載して
ください。
（定款や住民票
等に記載のとお
りに。）

認証の日ではなく定款変更の日を決めている場合は，その日付
を記載します。（ただし，徳島県知事の認証日以降の日）

　定款を変更したい理由を，具体的に記載します。

総会で，２事業年度分の議決を
経る必要があります。
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（記載例）

細則様式第５号の３（第７条関係）

徳 島 県 知 事　　殿

主たる事務所の所在地

特定非営利活動法人 名称

代表者の氏名

電話番号

活動促進法施行条例第８条第２号の規定により，提出します。

理事長　○　○　○　○ 印

０８８－×××－××××

　定款の変更の認証を受けたので，当該認証に係る変更後の定款について，特定非営利

閲　覧　に　係　る　書　類　提　出　書

平成××年××月××日

徳島県○○市○○町○○××番地の×

特定非営利活動法人○○○○○○○

法人の登録印鑑を
押印します。

書類を提出する日
付を記載します。

法人の情報を，
正確に記載して
ください。
（定款や住民票
等に記載のとお
りに。）

　　「閲覧に係る書類提出書」は，
　　特定非営利活動促進法施行細則で
　　定められた様式です。

　　定款の変更の認証を受けた後は，
　　速やかに，
　　この「閲覧に係る書類提出書」に
　　変更後の定款（１部）
　　を添付し，
　　徳島県に提出してください。
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